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国交正常化以来、さまざまな領域での交流と相

互依存が深まった今日、日中関係は両国にとって

最も重要な二国間関係の１つとなったという認

識が共有されている 2。日中関係には、特に 1978

年 12 月の中国における改革・開放政策への転換

後、日本による対中円借款供与が始められ、1980

年代前半には政府間対話が活発化するとともに貿

易も成長するという好循環が現れた。

周知のように、1989 年 12 月、米ソ間で冷戦終

結が宣言されたことにより、日中関係を取り巻く

国際環境は大きく変容した。また、同年６月に天

安門事件が発生したため、中国は西側諸国の経済

制裁を受ける厳しい状況にも直面した。さらに注

目すべきは、1990 年代の日本において政治面で非

自民党政権が誕生して連立政権時代に入り、経済

面ではバブル経済が崩壊した後に景気低迷が続い

たのとは対照的に、中国においては江沢民が権力

基盤を確立するとともに、特に鄧小平の「南巡講

話」を契機として、1992 年以降貿易や外資導入が

急増し、高度経済成長が一貫して続いたことであ

る。したがって、1989 年以降、日中関係を取り巻

く環境は劇的な変化を遂げたことが明らかである。

この間、天皇訪中と中国国家主席訪日という、

いずれも史上初の象徴的行事が実施され、1998

年 11 月には両国間の第３の文書として「日中共

同宣言」が発表された。これにより、「歴史問題」

や「台湾問題」、尖閣諸島領有問題などに関する

摩擦が繰り返された 1990 年代半ばの状況を超越

する新たな関係が期待されたが、21 世紀初頭に

は「政冷経熱」と呼ばれる政治と経済の跛行状況

が顕著となり、新たな関係が定着したとは言い難

い経過をたどった。

ところで、人、物、サービスなどが大量に行き

交う相互依存を現出している日中関係では、「日

中共同声明」に明記された、「両国間の国交を正

常化し、相互に善隣友好関係を発展させる事は、

両国国民の利益に合致する」3 との共通認識に基

づき、広範な領域において既存の協定や取り決め

の下で交流が展開されている。国交正常化以降の

政府間および非政府間での日中関係に関わる交流

の実態が形成する構造を、本稿では日中関係の「基

盤」と呼ぶ。これは中期的に見て容易には変容し

にくいものである。他方、日中関係をいかなる仕

組みに位置付け、これに関わる政策を執行してい

くのかという政策上の枠組みは、日中関係の「基

盤」の上に構築されるものであり、外部環境や情
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勢認識によって比較的容易に変わり得るものであ

る。これを本稿では「枠組み」と呼ぶ。

中国外交に関わる「枠組み」と認識される概念

として、近年登場したものでは 1990 年代半ばか

ら中国が主要な「大国」などとの間で構築に合意

した「パートナーシップ」（夥伴関係）が挙げら

れる。蘇は、1990 年代の中国対外関係における

「パートナーシップ」の枠組みを分析した 4。ま

た、複数の研究において、1998 年 11 月に日中間

で「パートナーシップ」構築に関して合意された

ことにより、日中関係に新たな枠組みが現れた

と指摘されている 5。「パートナーシップ」のほ

かに、モチヅキ（Mike M. Mochizuki）は、国交

正常化以降の日中間に一貫して観察された特殊

な関係のあり方である「友好外交」（friendship 

diplomacy）の枠組みについて、1998 年の江沢民

訪日の際にその終焉が明らかになったと指摘し

た 6。これらの事象は 1990 年代の日中関係にお

ける大きな変動と密接な関連を持つものである。

そこで、中国外交政策において「日中関係の枠組

み」が冷戦後いかなる変容を遂げたかを析出する

ことを本稿の目的とする。

外交政策の分析方法について、毛里は少なくと

も４つのレベルでの分析とその総合化が必要であ

ると論じた。そこで指摘された４つとは、（1）外

交思想、（2）国際情勢認識、（3）外交戦略、（4）

外交行動および外交交渉である 7。もとより、こ

れら全てを網羅した分析を全面的に展開すること

は至難である。ただし、毛里が指摘した分析レベ

ルのうち複数を簡略化して採用することは分析枠

組みの設定に有用であると考え、本稿では上記の

（2）、（3）、（4）を取り入れた次の分析方法を用いる。

第１に、中国の国際情勢認識を明らかにするた

め、世界情勢、アジア太平洋地域情勢、および中

国が指摘する発展途上国あるいは「大国間関係」

の３つに分けて分析する。第２に、中国の外交政

策の方針を明らかにするため、主要な政府指導者

の言説の内容を分析する。第３に、日中関係の交

渉・交流の結果を明らかにするため、政治対話、

経済実務関係の主要な内容を分析する。これらの

作業を通して、中国がどのような国際情勢認識を

有しながら、いかなる外交政策方針の下で対日政

策を執行し、その結果として表れた政治対話と経

済 ･ 実務関係がどのような内容を含むものであっ

たのかが明らかになる。その上で、中国の対日政

策において中国が構想した「日中関係の枠組み」

を、日中間の主要な論点における中国の対日政策

の分析を通じて導き出す。したがって、国際情勢

認識と外交政策の方針が中国の対日政策におけ

る「入力」に当たる要素であり、政治対話および

経済 ･ 実務関係の内容は中国の対日政策における

「出力」に当たる要素である。「日中関係の枠組み」

は前者から後者にいたる過程の、いわば透過装置

だと見なせる。

ここで、1990 年代の日中関係を対象とした先

行研究を見ると、たとえば中国外交を分析する

立場から 1990 年代の日中関係を取り上げたもの

として、日中関係の回顧と両国間の相互認識に

対する国民レベルから検討を行った小島の研究 8、

1990 年代前半の２つのイシューを中心に分析し

た中居の研究 9、一般性と特殊性に注目した兪の

研究 10 などが挙げられる。また、1990 年代に表

出した事例や問題については、「歴史問題」11、「台

湾問題」12、尖閣諸島問題 13 などを個別に取り上

げた研究も複数発表されている。本稿では、これ

らの先行研究が提示した成果を参照しながら分析

を行う。

本稿の分析対象期間は、天安門事件が発生した

1989 年６月から朱鎔基首相が訪日した 2000 年 10

月までとするが、これを中国対日政策の連続性の

観点から３つの時期に分けて分析する 14。第１期

は天安門事件から1992年10月の天皇訪中まで（第

２節）、第２期はそれから日中関係改善が合意さ

れた 1996 年 11 月まで（第３節）、第３期はそれ

以降朱鎔基訪日まで（第４節）をそれぞれの分析

対象とする。最後に、各時期の分析結果を第５節
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でまとめる。

社会主義政権の相次ぐ崩壊や冷戦終結宣言に象

徴される激変が発生した当該時期について、中国

の国際情勢認識を概観する。

まず世界情勢に対する認識としては、全国人民

代表大会（以下、全人代）における政府活動報

告の該当部分から３つの要点が指摘できる 15。第

1 に、この時期を通じて世界が転換期にあると示

されたことである。第２に、「多極化の趨勢」の

国際政治上の争点に対する正の作用という認識が

1990 年以降、一貫して示されたことである。第

３に、世界情勢は緩和している、あるいは世界戦

争は回避可能ではあるが 16、世界は「決して平和

で安定した状態ではない」との見方が 1989 年以

降一貫していることである。冷戦は終結したもの

の、湾岸戦争の発生が世界を動揺させたという情

勢を如実に反映したものであることが窺える。

次に、アジア太平洋地域情勢に対する認識につ

いて、『中国外交概覧』17 の該当する記述から以

下の要点が指摘できる。第１に、地域全体として

「緩和の趨勢」にあるということである。第２に、

アジア諸国には、政治面での相対的安定と経済面

での高度成長という共通の特徴が見られるという

ことである。第３に、高度経済成長につれて域内

の経済協力が強化されている傾向があるというこ

とである。「政治面で相対的に安定し、経済面で

は発展が急速である」18 と 1991 年の当該地域情

勢を総括している点に、中国の経済発展構想とし

て「開発独裁体制」が意識されていることが見て

取れる。第４に、域内における不安定要素の存在

とその情勢変化である。その中でも特に「緩和の

趨勢」にある要素として例示されたのは、中国の

利害に関わるアフガニスタンからのソ連軍撤退お

よびカンボジア問題における和平合意であった。

　

冷戦終結後の中国は、西側諸国による制裁と社

会主義政権の相次ぐ崩壊という厳しい環境に直面

する中で、社会主義イデオロギーによる国家統合を

実質的に放棄し、経済発展の達成に共産党政権の正

当性を求めざるを得ない状況に置かれた。これに伴

い、対外面では、改革を深化させ、対外開放をさら

に促すために良好な国際環境を導き出すことにつ

ながる政策をいかに行うかが懸案となった。

天安門事件直後、江沢民は共産党総書記に就任

し、1993 年３月には国家主席を兼務したが、彼

を中心とする第三世代が権力の引き継ぎを完了し

たことが公表されたのは 1994 年９月である。そ

れ以前は鄧小平が強い影響力を保持したため、鄧

が外交政策についていかなる方針を示したかを把

握することが重要である。

1980 年代末からの国際環境の激しい変動に対

して、鄧小平は「冷静観察、穏住陣脚、沈着応付、

韜光養晦、有所作為」（冷静に観察し、足場を固

め、沈着に対処し、能力を隠し、なしうることを

なす）と表現される対外戦略を確定したことが知

られる 19。そこには、中国が厳しい国際環境に慎

重かつ堅実に対処する必要性が凝縮されている。

これに加えて、「一圏・一列・一片・一点」から

なる全方位的な対外戦略が存在したことも指摘さ

れており、それは対外戦略の重点を列挙したもの

である。「一圏」とは中国の周辺諸国であり、こ

れら諸国との善隣友好関係の永続的な保持が目標

とされた。「一列」とは先進諸国であり、これら

諸国との資金・技術面における協力が中国だけで

なく先進諸国にも利益をもたらすことへの注目が

促された。「一片」とは発展途上国であり、中国

と国際問題における認識を共有しやすいこれら諸

国との関係はますます重要になると見なされた。

最後に、「一点」とは冷戦後も影響力が最も大き
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いアメリカであり、中国に対してはアメリカが特

別な戦略を用いてくると想定されるため、中国も

独自の対米戦略を制定して対応すべきことが強調

された 20。

以上から浮上するのは、天安門事件からソ連崩

壊にいたる社会主義の「体制危機」を回避するた

め、特にアジア太平洋地域における善隣友好を推

進するとともに、アメリカを始め先進諸国からの

人権問題の圧力を中国経済の潜在力を「武器」に

した経済交流の拡大で緩和するという外交政策方

針である。中居は、これを「体制危機回避」外交

と呼んだ 21。

１）政治対話

当該時期において、1989 年７月、Ｇ７（先進

7 カ国グループ）が中国とのハイレベル接触の停

止と世界銀行による新規融資審査の延期を決定し

たことを受けて、1991 年８月まで日中首脳間の

政治対話が途絶えた。政治対話の回復過程につい

ては、中国閣僚の訪日が 1990 年１月に、日本閣

僚の訪中が 1990 年９月にそれぞれ実施されると、

次第に対話の回数と内容が拡大され、その到達点

として 1991 年８月、海部俊樹首相の訪中が実施

されたのである。そして、1992 年には、中国側

から４月に江沢民総書記が訪日し、また日本側か

ら 11 月に天皇が訪中した。1992 年の首脳相互訪

問は、史上初の天皇訪中の実現と合わせて日中関

係の緊密化を象徴的に示すものとなり、中国はこ

れによって日中関係が「新たな発展段階に推し進

められた」という認識を示した 22。

２）経済・実務関係

まず、対中資金援助については、天安門事件を

受けて第３次円借款（1990 年～ 1995 年）の供与

が凍結されたが、1990 年７月に凍結解除が決定

された後、1990 年度約 1225 億円、1991 年度約

1296 億円、1992 年度約 1373 億円がそれぞれ供与

された。日本の対中ＯＤＡ支出純額は、ＤＡＣ（開

発援助委員会）諸国の中で突出していたことが

特筆され、たとえば、1991 年には対中援助総額

12.525 億ドルのうち日本が 5.853 億ドル、1992 年

には同 20.772 億ドルのうち 10.50 億ドルと約半分

を占めた 23。

次に、日中貿易総額については、1989 年と 90

年は前年より減少したが、1991 年には増加に転

じた。1991 年と 92 年にそれぞれ前年比 22.3％、

25.1％の急増を示し、92 年の日中貿易総額は史上

最高に達した 24。

さらに、日本の対中投資については、1992 年

に新規契約の伸びが顕著であり、契約項目数は前

年比約 200％増の 1,805 項目を記録した 25。当該

時期には、対中投資を推進するための専門的組織

として、日本側に日中投資促進機構（1990 年３

月）、中国側に中日投資促進委員会（同年６月）

が設立され、政府支援を受けた投資枠組みが強化

された。

実務関係については、文化交流面での新たな取

組みの実施が指摘できる。具体的には、1991 年

５月、青年交流や文化交流を主な目的とする、日

本の無償資金援助が投入された日中青年交流セン

ターが北京に完成した。これは、「日中友好」を

理解する若い世代の人材育成を重視する両国の態

度を反映したものである 26。

以上から、特に経済関係において1992年を分水

嶺とした活性化が顕著である。それは 1992 年春節

に鄧小平が改革・開放政策の再活性化を号令した

「南巡講話」に呼応して、中国政府が市場経済化へ

舵を切ったことに対し日本経済界が即座に反応し

た結果である。それと同時に、政治面では 1992 年

を頂点とする活発な首脳交流が展開され、政治・

経済両面での日中関係の強化が印象づけられた。

当該時期において、天安門事件による孤立の緩
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和が至上命題であった中国が、その対策を構築す

る上で注目したのは日本の対中政治姿勢であっ

た。すなわち、日本は人権抑圧を非難するＧ７の

１国として対中制裁措置に同調し、第３次円借款

の協議や新規経済協力を凍結する一方、中国の孤

立回避のために他のＧ７諸国を説得するなど、対

中制裁の緩和を積極的に模索した。歴史的・文化

的関係による「日中関係の特殊性」を理由に、日

本はアメリカ等の強硬な対中政策とは一線を画す

姿勢を取ったのである 27。

中国は日本の寛容な対中政治姿勢を機敏に捉

え、「日中友好」を掲げて日中関係をいち早く改

善させることを優先した。たとえば、1989年の間、

日中友好議員連盟代表団などの訪中を受け入れて

日中関係改善の必要性を説くと同時に、11 月に

は中日友好協会会長と中国駐日本大使が東京で海

部首相、中山太郎外相と会見して政府間対話を模

索した。その結果、1990 年１月には鄒家華国務

委員が訪日して海部首相や中山外相と会見したこ

とにより、日中間のハイレベル政治対話の停止が

解禁された。また経済制裁についても、1990 年

11 月に 1990 年第１期円借款供与に関する交換公

文が調印されたことにより、日本による経済制裁

が解除された。中国政府首脳は日本の対中関係改

善に向けた努力を評価する見解を公言している 28。

ここで、中国が日中関係の改善を積極的に行い、

最終的に史上初の天皇訪中の実施まで推し進めた

主要な背景として３つの点を指摘する。

第１点は、中国政府は対日政策を戦略的思考で

とらえていたことである。当時外相を務めた銭其

琛が回想録の中で論じたように、日本は「西側の

対中制裁の共同戦線の最も弱い輪であり、中国が

西側の制裁を打破するのにおのずと最も良い突破

口となった」という記述から、「体制危機」の回

避を図るため、中国は対西側戦略において対日

政策を主要な変数と認識していたことが看取で

きる 29。実際に、日本に続いて他の西側諸国も政

治対話の再開や経済制裁の解除を行ったことか

ら、中国の所期の目的は達成された。また、中国

の「戦略的配慮」は天皇の中国訪問まで射程に含

み、天皇訪中の実現によって「西側各国の中国と

のハイレベル訪問の禁止を突破するだけでなく」、

「日本の大衆が日中善隣友好政策をさらに支持す

るようになるだろう」30 というねらいの下で対日

政策が展開されたことが明らかになっている。

第２点は、日本の「世界の中の日中関係」31 と

いう構想に中国が共鳴したことである。日本は湾

岸戦争における多国籍軍への支援の失敗により国

際貢献のあり方について再構築を迫られるという

状況の下で、Ｇ７諸国と中国の仲介という役割を

果たしたことを契機に、海部首相が北京における

演説で「世界的広がりの中で、両国関係の新たな

位置づけを模索すべき時代に入った」という認識

を明らかにした 32。これに対して、その翌年に来

日した江沢民総書記は「日中両国が友好を強化す

ることは、世界の平和と発展に大きな影響力を及

ぼす」と述べ 33、「日中関係の枠組み」の拡大に

共鳴する姿勢を示したのである。

第３点は、中国の経済発展に対して日本の経済

協力が与える作用の大きさである。前述した日本

の対中ＯＤＡがＤＡＣ諸国の対中援助総額の半分

を占めたという事実が端的に示すように、日本と

の経済協力が中国の経済発展の促進に重要な役割

を果たすことを、中国指導者も認めている 34。

しかし、天皇訪中にいたる過程において、日中

関係に問題が発生しなかったわけではない。たと

えば、日本の国連平和維持活動（ＰＫＯ）参加を

めぐる問題や、尖閣諸島問題などが表出している。

前者については、日本での「国連平和協力法」制

定にいたる過程で、中国が自衛隊の海外派遣に対

する懸念を表明し、日本へ慎重な対応を要請する

動きがあった。この問題では、海部首相が中国政

府の理解を求める説明を行った 35。後者について

は、1990 年 10 月、日本の右翼団体が尖閣諸島に

標識灯を設置したことに中国が抗議し、日本に有

効な措置を取るよう外交部が談話を発表した。こ
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の問題は日台間では政治問題に発展し、香港では

抗議デモが実施されたが、中国の対応には冷静さ

が見られ、外交部副部長は日中国交正常化時に両

国が領有権の「棚上げ」に同意したことを挙げて、

資源の共同開発を提案している 36。

中国はこれらの問題で日本に懸念を示し、慎重

な対応を求めているが、対日批判の争点化を回避

する姿勢が見られた 37。むしろ、江総書記が歴史

問題について、「私たちは中国青年に前向きな態

度を取るように教育する」と海部首相に述べたこ

とや 38、李鵬首相が中国の核拡散防止条約（ＮＰ

Ｔ）加入の決定を最初に海部首相に直接伝えたこ

とは 39、日中関係の安定を重視する中国の対日配

慮の表れである。無論、その背景には、改革・開

放の加速に日本との経済関係の安定的拡大が不可

欠という認識も存在していた。

以上、第１期における中国の対日政策の分析か

ら、中国が想定した「日中関係の枠組み」は次の

ようなものであったと考えられる。当該時期には

国際的孤立を脱し、「体制危機」を回避するとい

う外交目標に合わせ、中国が構成した「日中関係

の枠組み」は日中「友好協力」関係の他先進諸国

との関係より突出した強化であった。中期的には、

日米関係の相対化による日中関係との均衡化を目

指すものであったと思われる。その表れとして、

1992 年前後、中国が「多極化」趨勢の進展とい

う認識とともに、「西側諸国間の矛盾の表出」や「日

本とドイツの台頭」という見方をたびたび提示し

ていたことが指摘でき、日米離間政策の予兆とも

解釈できるのである 40。

　　

ソ連崩壊後の新たな情勢が顕在化しつつあった

当該時期について、中国の国際情勢認識は次のよ

うにとらえることができる。

まず、世界情勢については 41、第 1 に、冷戦後

の世界が「多極化」に向かって発展しているとい

う認識が当該期間に一貫して見られることである。

第２に、世界には不安定要因または矛盾が存在し、

「平和だとは限らない」という指摘である。これは、

冷戦終結後、民族紛争や内戦が多発していた世界

の現実を反映したものである。第３に、国際関係

における「経済」の役割を強調する認識の表明で

ある。この点に関連し、世界各国が経済要素を重

視する理由として、銭其琛外相は「経済と科学技

術の発展に依拠して、将来の新たな構造において

有利な地位を占める」ことを挙げている 42。

次に、アジア太平洋地域情勢に対する認識は、

銭外相が語ったように、「相対的に安定した政局

と高度成長の経済、急速に拡大する投資、積極的

に行われる貿易、および絶えず展開される地域協

力によって、アジア太平洋地域はすでに世界で経

済的に最も活発な地域」となったというものであ

る 43。そこから、「ＡＰＥＣに積極的に関与する

ことは中国の改革開放と経済発展にとって非常に

有益である」44 という認識に導かれる。

さらに、中国は世界情勢に対する影響力が強い

と見られる諸国の動向への注目度を次第に強めて

いった。すなわち、アメリカ、ロシア、欧州、日

本および中国を国際政治における「大国」と見な

し、冷戦後、「大国間関係」が国際関係の特徴に

少なからぬ作用を与えているとの見方を持ったの

である。これに関して、1996 年 3 月の政府活動

報告の中で「大国間関係は引き続き調整されてい

る」と論じられたことを始め、1996 年頃から中

国首脳の言説の中で「大国間関係の調整」という

認識が頻繁に示されるようになった 45。

当該時期における中国の外交政策の方針を示す

ものとして、1993 年７月の第８回海外駐在大使

会議での江沢民主席の講話がある 46。その要点は
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次の通りである。

第１に、経済建設の重要性が指摘されている。

この点は、冷戦後、経済・科学技術力を中心とす

る「総合国力」の国際競争が強まっているという

国際情勢認識に符合し、中国が経済力を強化して

「大国化」を追求する姿勢が見て取れる。

第２に、米中関係重視の方針が論じられている。

アメリカは「総合国力」が世界最強かつ経済・軍

事力のレベルが世界一であると同時に、中国の主

要な輸出先であり、資金、技術、先進的経営の重

要な供給先でもあるので、米中関係を維持、発展

させることは中国にとって「戦略的意義」がある

と指摘された。したがって、中国は「米中関係を

できるだけ早く安定に向かわせ、また絶えず改善、

発展させなければならない」一方、「アメリカの

理不尽なやり方には譲歩すべきではない」と、あ

くまでアメリカに対する協力と自己主張の併用が

強調されている。

第３に、発展途上国に対する独自の戦略を提示

している。すなわち、「発展途上国と覇権主義お

よび強権政治に反対する統一戦線を結成すること

が、我が国の重要な外交戦略」だと明言している。

この点から、中国が西側からの人権批判への対応

として、意識的に広範な発展途上国との関係を強

化したことが分かる。

第４に、外交活動の根本的目標が中国にとって

「有利な平和な国際環境とりわけ平和な周辺環境」

をさらに強化し、「改革・開放と経済建設」と「祖

国の統一」に奉仕することであるとの発言は、改

革・開放以後の中国外交に関する常套表現である。

また、「外交活動では確固不動として国家と民族

の最高の利益を守らねばならない」という総括は、

中国が国家主権の擁護を強調する姿勢に通じるも

のである。

以上の要点からなる方針は、対米戦略の重視や

発展途上国との協調という点で、第 1 期の外交政

策方針と類似しており、特に第３点は中国が天安

門事件後の人権批判を回避する方策として発展途

上国との関係を強化したことに通じている。した

がって、1993 年半ばの時点では、第 1 期の方針

が基本的に継続されていたことが分かる。これ

に変化の兆候が浮上したのは 1995 年秋であり 47、

複数の研究が指摘するように、1996 年には新た

な外交政策への変化が顕在化した 48。その明らか

な変化は、高度経済成長と潜在力による国際的地

位向上の趨勢を背景として、中国の「大国化」を

追求する姿勢が、まずロシアとの間に「戦略的パー

トナーシップ」構築に関する合意として浮上し、

その後、主要な「大国」との間における「パート

ナーシップ」に関する合意を相次いで導き、「大

国間関係の調整」の展開として中国の対外関係に

表出した。よって、主として自国の「大国化」追

求と対「大国」政策を重点的に推し進める点にお

いて、中国の外交方針の変化が観察できるのであ

る。

このように 1995 年秋に新たな政策の予兆が表

れ、1996 年半ばには「パートナーシップ」構築

として変化が顕在化した中国の外交政策におい

て、対日政策の変化の表出は遅れ、1996 年 11 月

になってから明確に現われた。対日政策の変化が

遅れて表出したのは、第４項で描くように、日中

関係において固有の摩擦が相次いだことが理由で

ある。

１）政治対話

当該時期の政治対話については、1992 年に活

発なハイレベル交流が展開されたのとは対照的

に、日本首相の訪中 49 が２度行われたのみで中

国首脳の訪日は実施されなかった。その背景には、

1993 年８月から 1995 年 12 月にかけて３つの連

立政権（細川、羽田、村山政権）が興亡する日本

政治の不安定化があった。また、橋本政権成立後

の 1996 年には日中間に摩擦が連続的に発生した

ため、首脳間の政治対話が妨げられた。

このように首脳の相手国訪問は低調であった一
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方、1993 年以降、首脳会議が定例化されたＡＰ

ＥＣ（アジア太平洋経済協力）首脳会議に合わせ

て日中首脳会談を開くことが慣例化され、当該期

間には毎年開催された。特に 1995 年は、歴史問

題をめぐる日本国内の認識に対して中国の批判が

強まっていたのと対照的に、村山首相は江沢民主

席との間で計５度の対話を持ったことから、首脳

対話の頻繁さが指摘できる。

２）経済・実務関係

まず、日本の対中資金援助については、核実験

実施への制裁として無償援助が一部を除いて凍結

されたため、1994 年度に 78.47 億円であったのが、

95 年度に 4.81 億円、96 年度に 20.67 億円へとそ

れぞれ圧縮された 50。円借款は凍結されなかった

ものの、第４次円借款（1996～2000年度）協議ミッ

ションの派遣延期という措置が取られた。

次に、日中貿易については、特に 1993 年から

95 年まで日中貿易額は顕著な伸びを示した。日

本は中国にとって最大の貿易相手国であり、対日

貿易総額が中国の貿易総額に占める割合は 1989

年から 92 年まで約 15％であったに対し、1993 年

から 96 年まではいずれも約 20％を占めた 51。

さらに、日本の対中投資については、1992 年

からの急増が 95 年まで続いた。投資契約額は

1995 年に 1990 年代の最高額である約 76 億ドル

に達し、この金額は中国が受入れた外資総額の

８％を越えた 52。また同年、日本の投資契約額は

第３位に上昇した 53。　　

その他の実務関係では、環境保護協力について

両国首脳間で協議が始められた点が注目される。

たとえば、1994 年 3 月、細川訪中時の首脳会談

において第４次円借款の内容で環境案件を特に重

視したいという提案が日本側から示されており 54、

また当該訪中期間には「日中環境保護協力協定」

が調印された。これは、経済インフラやエネルギー

分野に偏重していた日中経済協力における変化の

１つである。

以上から、日中経済関係には、対中無償援助の

凍結を除き、当該時期を通じて貿易、対中投資と

もに顕著な増加が見られたことから、明らかに順

調な発展の傾向を指摘することができる。

第１期に展開された、「体制危機」回避に照準

を合わせて構築された「日中関係の枠組み」、す

なわち活発な政治対話の維持と摩擦拡大の回避

は、1993 年８月の非自民党政権の成立という日

本政治の著しい変動の後も続いた。その背景には

以下の要素が指摘できる。

第１に、対中経済協力の継続を細川政権が表明

したことである。日中関係をさらに深めながら改

革・開放政策に協力していくこと、および、中国

のガット加盟を支持することが、細川首相や羽田

孜外相から明確に表明された 55。改革・開放政策

の再活性化が緒に就いたばかりの中国は、対中円

借款の継続と日中貿易や対中投資の発展維持を望

む立場で日本と一致した。第２に、日本政府の歴

史認識に変化が表れたことである。細川首相が第

二次世界大戦を「侵略戦争」とする認識を明言

し、それ以前の自民党政権との違いを鮮明にした

ことに対して、中国指導者は積極的に評価する姿

勢を表した 56。これらを背景にして、中国は良好

な状態にあった日中関係を動揺させる理由を持た

なかった。

しかし、細川政権発足後の日中関係は摩擦の萌

芽も内包していた。まず、日台の政府間交流に

対して中国が懸念を表明したことが指摘できる。

1994 年１月の羽田外相訪中時、その前年に通産

省通商政策局長が訪台したことに対して、李鵬首

相が日台の政府間交流拡大への懸念を表している 57。

次に、日中関係のあり方について両国間に認識の

隔たりが存在していたことが挙げられる。細川政

権の新たな歴史認識には「未来志向」への転換の

意図が強く、率直に日中間の問題を提起する関係
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を目指す姿勢が付随していた 58。中国指導者は日

中経済関係の拡大に重点を置いていたことを考慮

すると 59、1994 年３月の細川訪中時には、「侵略

戦争」認識の表明という象徴的変化の下で、両国

間の齟齬は表面化していなかったと見るべきであ

る。

その後の当該時期には、以下のような複数の摩

擦が頻発して日中関係を悪化させた。

第１に、日台関係をめぐる摩擦が表面化した。

1994 年 10 月、広島アジア大会への台湾要人の出

席について、中国は、日本が徐立徳・行政院副院

長の訪日を許可したことに激しく反発するととも

に、1995 年のＡＰＥＣ大阪会議への李登輝総統

の出席を認めないよう日本に執拗に求めた。　

第２に、「歴史問題」をめぐる中国の激しい批

判が展開された。「侵略戦争」認識は細川政権以

後も継承され、1995 年８月 15 日、植民地支配と

侵略によってアジア諸国民に多大な損害と苦痛を

与えたことへの「反省」と「おわび」を明言する

談話を村山首相が発表した。だが、一部の閣僚の

歴史をめぐる発言や戦後 50 周年の国会決議には、

政府見解から逸脱した認識が表れているとして、

中国指導者はこれらを強く批判する言動を取った 60。

第３に、中国の核実験実施をめぐって日中間に

著しい意見対立が生じた。中国が 1993 年 10 月と

94 年６月に核実験を実施した際、日本は中国に

対して抗議と自制を申し入れたのみであったが、

94 年 10 月の核実験実施後には「ＯＤＡ大綱」61 抵

触による影響の可能性を示唆した。そして、1995

年５月の核実験実施後には対中経済援助の見直し

を伝達して、さらに同年８月に中国が核実験を行

うと、1995 年度分の対中無償援助を原則的に凍

結する措置を取った。これに対し、中国指導者は

日本がアメリカの核の傘の中にいると批判し、「日

本軍国主義の侵略による被害は日本の対中借款と

は比べものにならない」62 と、「歴史問題」を引

き合いに出して日本の経済制裁を批判したのであ

る。

第４に、1996 年夏には靖国参拝という「歴史

問題」と尖閣諸島問題の連続的発生が摩擦の拡大

を生んだ。1996 年７月末、橋本首相が靖国神社

参拝を実行し、８月 15 日前後に複数の閣僚が参

拝を行ったことが中国の強い非難を招いた。また、

同時期、尖閣諸島に日本の右翼団体が灯台を設置

したことが明らかになり、中国が日本に右翼団体

の動きを制止するように求めると、日本政府はそ

の権限がないと反論する場面も見られ、事態は硬

直化した。この問題は香港および香港での大規模

な市民運動へと発展し、中国国内でも日本を非難

する行動が起こったことが伝えられた 63。日中両

政府ともに尖閣諸島の領有権を主張する立場であ

るため、この事態の鎮静化は遅れた。最終的に、

摩擦の連続的発生による日中関係の悪化した状態

は、同年 11 月の日中首脳会談において終結させ

ることで合意された。

これら４つの大きな問題が第２期に相次いで生

じたため、「日中関係の枠組み」が大きく動揺し

て悪化への方向性が表出したのである。それでは、

なぜ第１期には良好であった日中関係が第２期に

なって著しく悪化したのであろうか。以下の３点

が指摘できる。

第１点は、第１期にハイレベル政治対話の活発

化が優先される中で抑制されていた日中間の未解

決問題が第２期に表面化したという側面がある。

「歴史問題」は 1985 年８月、中曽根康弘首相の靖

国神社公式参拝によって表面化し、中国の反応の

厳しさが明確に示されていた 64。また、「台湾問題」

についても 1987 年の「光華寮問題」として外交

問題に発展していた経緯がある 65。

第２点は、日中両国ともに政権交替時期であっ

たことである。当該時期、日本側に政権交替が相

次いだだけでなく、中国側でも江沢民ら第３世代

への権力委譲が 1994 年秋までに行われた。この

点に関連して指摘すべきは、江沢民政権が政権基

盤の強化をねらいとして、「愛国主義」の高揚を

行ったことである。1994 年８月には「愛国主義
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教育実施要綱」が公布され、中国の教育現場にお

ける「愛国主義教育」の実施が強化される根拠が

示された 66。また、1995 年には夏を中心として

抗日戦争勝利 50 周年記念行事が大規模に実施さ

れた。これらの事柄は中国国民にナショナリズム

を鼓舞すると同時に、その「副作用」として反日

感情の高まりをもたらしたと言える 67。

第３点は、ソ連崩壊後、日中両国が明確な戦略

目標を策定できていなかったことである。冷戦期

には「ソ連への対抗」が日中両国の戦略的利害と

なっていたが、ソ連の崩壊後、それに替わる共通

の戦略的利益を両国は見出せていない。そこで、

日中関係の推進力となりえるのは経済協力による

利益である。複数の問題によって大きく揺さぶら

れた「日中関係の枠組み」が深刻な悪化状態にま

でエスカレートしなかったのは、両国政府が経済

協力を維持する点で認識を共有していたことに由

来する 68。

以上、第２期における中国の対日政策の分析か

ら、中国が想定した「日中関係の枠組み」は次の

ようなものであったと考えられる。第２期は、中

国の国際的孤立の解消によって第１期における良

好な状態を継続させる需要が薄れていき、中国の

「大国化」が浮上しつつあった中で、新たな枠組

みを模索する過渡期であった。中国は、「歴史問

題」、「台湾問題」という日中間での固有の問題に

おける原則を堅持しつつ、日中関係を「大国間関

係」へ転換させる枠組みを目指したことが窺える。

しかし、両国間に複数の摩擦が相次いだことによ

り、２つの問題に対する日中の解釈が共通認識に

達することが阻まれた。ただし、経済協力の促進

を両国の共通利益とする認識は共有されたため、

両国関係の基盤は維持されたのである 69。

当該時期の国際情勢認識における世界情勢に対

する認識について、全人代での政府活動報告の言

説から３つの特徴が指摘できる 70。第１に、世界

情勢は引き続き「緩和」に向かっているが、「覇

権主義」「強権政治」は存在し、局部的な衝突や

危機は発生していることである。第２に、国際関

係が「重大な変化」の中にあり、その趨勢は「多

極化」に向かっていることである。ただし、『中

国外交』には、アメリカの「一極世界」構築の標

榜に対して、他の「大国」が「多極世界」を目指

して対抗や制約を試みる「一極対多極のせめぎ

合い」という見方も提示されている 71。第３に、

1998 年以降に示された認識として「経済のグロー

バル化の趨勢」がさらに発展していることであ

る。中国政府の国際情勢認識において、それまで

明示的でなかった経済の「グローバル化」への言

及が 1988 年以降は明確に行われるようになった。

1997 年夏のアジア金融危機の発生を受けて、中

国は国際経済の「グローバル化」による影響を重

視し始めたことが各種資料から窺える 72。

次に、アジア太平洋地域情勢に対する認識につ

いては、『中国外交』の記述から以下の特徴が指

摘できる 73。第１に、アジア金融危機の影響が深

刻で、各国が経済構造の調整を行っていること

である。第２に、安全保障問題の存在が強まり、

ホットスポットでの緊張がさらに高まったことで

ある。たとえば、1998 年の印パ両国の核実験や

北朝鮮のミサイル実験、日米両国のＴＭＤ（戦略

ミサイル防衛）研究開始、東チモール独立問題が

列挙された。第３に、域内「大国」の間で 1997

年から 98 年にかけて首脳外交が活発に展開され、

その全体的枠組みが安定したことである。第４に、

アジア諸国は地域協力への関与を強めている傾向
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が見られ、ＡＰＥＣ、ＡＳＥＭ（アジア欧州会合）、

ＡＳＥＡＮ＋３（日中韓）の首脳会議が定期開催

されていることが例示された。

さらに、全人代における政府活動報告の言説か

ら、発展途上国と「大国間関係」に対する認識の

特徴として次の点が指摘できる 74。1997 年に「発

展途上国の国際事務における地位は引き続き上昇

している」と論じられ、98 年にも肯定的な認識

が示されたが、99 年以降は発展途上国の国際的

地位に言及されていない。アジア金融危機に伴う

東アジア経済の低迷により、既述の 1993 年６月

の第８回海外駐在大使会議における江沢民講話に

見られた、「覇権主義と強権政治に反対する統一

戦線」の相手とみなす発展途上国情勢への認識が

修正されたことが窺える。一方、「大国間関係は

調整されている」との認識が 1997 年以降も継続

して示され、むしろ「大国間関係」についての言

及を強める傾向が読み取れる。

当該時期における中国の外交政策の方針を示す

ものとして、1998 年 8 月の第９回海外駐在大使

会議での江沢民主席の講話を取り上げる 75。その

要点は以下の６つである。

第 1 に、対外戦略の総合方針として、「冷静観察、

沈着応付、絶不当頭、有所作為」（冷静に観察し、

沈着に対処し、絶対に先頭に立たず、なしうるこ

とをなす）ことの堅持が指摘されている。国家の

主権、安全保障と利益、発展途上国の正当な権益、

世界平和と地域の安全、公正で合理的な国際政治

経済新秩序の樹立については原則を堅持すべきだ

と論じられる一方、国力向上につれて中国が担う

べき国際的責任が増大している点にも言及があっ

た。これは、中国が国益を守りつつ「責任大国」

と見なされる行動を取るべきことを強調したもの

と解釈できる。

第２に、各「大国」との関係、とりわけ米中関

係における適切な対応の必要性が指摘されてい

る。1997 年の江沢民訪米と 98 年のクリントン訪

中によって米中のハイレベル政治交流が正常化を

遂げたとはいえ、アメリカの対中政策には関与政

策と対抗的企図の両面性が存在するとの認識か

ら、中国は「原則を堅持しながら柔軟性も失わず」、

「協力とともに闘争も行う」という柔軟両用の対

応が提示された。また、欧州との関係強化の必要

性にも言及されている。

第３に、周辺諸国との関係における「善隣友好

関係の堅持」と「良好な周辺環境の維持」の重要

性が指摘されている。対象は日本、ロシア、ＡＳ

ＥＡＮ、インド、朝鮮半島などとされたが、その

重点が日中関係にあることが言及の多さから明ら

かである。友好関係の堅持を挙げた上で、「日本

に対して台湾問題を深く徹底的に語るべきであ

り、歴史問題を終始強調し、また永遠に語るべき

である」と論じたことから、当時の中国は、「良

好な周辺環境」を維持するために「歴史問題」「台

湾問題」で日本に妥協的な対応は取らないとの意

志を持っていたことが鮮明になっている。

第４に、発展途上国との団結協力をいっそう強

化する必要性が指摘されている。「肝心な時には

往々にして貧しい友人が頼りになる」との言説か

ら見て、発展途上国としての立場を堅持すること

に中国の利益を見出していたと考えられる。

第５に、多国間外交への積極的な関与の必要性

が掲げられている。「各大国が地域組織を自国発

展の拠り所として、多国間の場面を通して二国間

で得られない事柄を得ようとしている」状況を中

国も重視すべきだという認識が示された。これは、

中国が多国間外交 76 にいっそう傾注する姿勢を

明示したものである。

第６に、「主権、領土の保全、民族の尊厳」の

擁護と、祖国統一への努力が提唱されている。

以上について、米中関係を中心とした「大国」

との関係を安定させ、周辺諸国との良好な関係お

よび発展途上国との協力強化を追求すべきという

点は第２期の継続であるが、「責任大国」化に関
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わる戦略を掲げ、多国間外交への積極的関与を鮮

明にした点には新たな方針が表れている。全般的

に見て、全方位協調の姿勢が中心となっている 77。

１）政治対話

当該時期における日中首脳間の政治対話は安定

的に実施されたといえる。1997 年には橋本訪中

（９月）と李鵬訪日（11 月）の首相相互訪問が実

施された 78。そして、1998 年 11 月の江沢民主席

訪日以後、一方の首脳が交互に相手国を訪問する

という合意を受けて、1999 年 7 月に小渕恵三首

相訪中、2000 年 10 月に朱鎔基首相訪日がそれぞ

れ実施された。江沢民訪日は史上初の中国国家元

首の訪日に当たり、「日中共同宣言」の発表によっ

て特に注目された。また、第三国での首脳会談も

継続され、1998 年４月のＡＳＥＭ、同 12 月のＡ

ＳＥＡＮ＋３、1999 年９月のＡＰＥＣ、2000 年

９月の国連ミレニアムサミットの各首脳会議に合

わせて日中首脳会談が開かれた。

その他、当該時期の政治対話では、両国外相間

の相互訪問と会談以外に、特に環境、公安、観光

など日中間の実務交流を担当する閣僚レベルの対

話や訪問が実施されたことが特筆すべき点である 79。

　　

２）経済・実務関係

当該時期の経済関係では、まず日本の対中資金

援助について、事務レベル協議が一時延期された

ものの第４次円借款は予定通り供与された。中国

側文献によれば、1979 年から 1999 年までに供与

された円借款は計 2 兆 4535 億円であり、この間

に中国が受けた外国政府借款の 50％を占めた 80。

これは、円借款が中国の外資導入の中でいかに大

きな存在であったかを示している。　

次に、日中貿易については、1991 年以降増加

が続いていたが、1998 年は前年比 4.8％の減少と

なり、579 億ドルに留まった 81。これはアジア金

融危機の影響が両国経済へ波及したことの表れで

あったが、1999 年には再び増加に転じた。貿易

に関する論点として、中国のＷＴＯ（世界貿易機

関）加盟に関する日中二国間交渉がアメリカやＥ

Ｕに先立って妥結した。具体的には、1997年９月、

物品に関する部分合意が成り、1999 年７月には

サービスを含めた完全合意が達成された。

さらに、日本の対中投資についても、アジア金

融危機の影響で落ち込み、契約額は 1996 年（51

億 3,068 万ドル）から 1999 年（25 億 9,128 万ドル）

まで４年連続で減少した 82。これは、第２期にお

ける堅実な増加傾向とは対照的で、日本の対中投

資が低迷していたことを如実に表している。 　

当該時期の実務関係については、注目すべき動

きが各分野で見られた。1997 年 11 月の「日中漁

業協定」、1998 年 8 月の「中国公安部と日本警察

庁の警務協力に関する会議紀要」、1998 年 11 月

の「21 世紀に向けた環境協力に関する共同発表」

および「青少年交流のいっそうの発展のための枠

組みに関する協力計画」などが調印された。日中

間の実務交流を重視する姿勢は、江沢民訪日時に

発表された「21 世紀に向けた協力強化に関する

共同プレス」83 に象徴されている。このプレス発

表には二国間関係と国際分野における計 33 の協

力項目 84 が具体的に記載された。

前項における実務交流担当閣僚間の対話の増加

も含め、実務関係を重視する姿勢の強まりは、領

域の拡大および多層化という日中交流の変化の現

実があり、それに対処すべきとの認識を両国政府

が共有していたことを反映している。

第３期において、中国は「大国」を強調する外

交政策を顕在化させた。背景には、特に鄧小平死

去後の 1997 年９月、中国共産党第 15 回全国代表

大会で江沢民が総書記に再選され、最高指導者と

して政権基盤をいっそう強固にしたという国内政

治状況が指摘できる。江沢民はその直後に訪米を
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実施し、米中間で「戦略的パートナーシップ」の

構築に関する合意を謳った「米中共同声明」を発

表することによって、中国に対する世界の注目度

を高めた。その前後にロシア、フランス、ＥＵな

どと「パートナーシップ」についての合意を発表

し、「パートナーシップ外交」ともいうべき「大

国間関係」の調整を推進したこともその趨勢を強

めることにつながった 85。

一方の日本も、1996 年４月に日米安保再定義

の合意を発表した後、1997 年にはロシアとの信

頼醸成を柱にした「ユーラシア外交」86 構想を打

ち出して、新たな胎動を示した。

両国の対外関係における新しい動向には、日中

両国を含めた東アジア地域の主要国が 1997 年秋

や 1998 年秋に活発な「首脳外交」を繰り広げた

構図の中に、日中関係も１つの主要な要素として

組み込まれたという文脈を見出すことができる。

また、中国は多国間外交への関与を強める姿勢を

明らかにしたことにより、中国の対日政策が東ア

ジアにおける多国間関係の枠組みから受ける影響

が以前より強まった 87。

だが、多国間外交への関与を強める中国の外交

政策の中で、日中関係の「パートナーシップ」に

よる枠組み作りが遅れた。すなわち、1997 年に

は首相の相互訪問が行われたものの、「善隣友好

協力関係」の確立が掲げられるに留まったのであ

る。両国が「平和と発展のための友好協力パート

ナーシップ」の確立を公表したのは、翌年 11 月

に発表された「日中共同宣言」においてである。

そこに、両国間の友好協力のさらなる強化が「ア

ジア太平洋地域ひいては世界の平和と発展にとっ

て積極的に貢献するものである」88 という認識が

記載された点に、「日中関係の枠組み」の変化が

反映されている。

もとより、当該時期には第２期に表出した諸問

題が解決されていたわけではない。

まず、台湾をめぐる安全保障上の意見対立が顕

在化した。李登輝訪米後に実施された中国の軍事

演習によって、1996 年３月に台湾海峡危機が引

き起こされたことは、中国の台湾への強硬姿勢に

対する日本国内の憂慮や懸念を強める出来事と

なった89。他方、1996年４月の「日米安保共同宣言」

によって再定義された日米同盟が、「台湾問題」

への日米の介入根拠となることに対する懸念を中

国は強めた。日中双方は台湾をめぐる情勢で相互

に安全保障上の不信感を抱いたのである。それ以

後、中国指導者の関心は日米の「ガイドライン」

見直し作業における、いわゆる「周辺事態」の解

釈に集中した。中国側が「周辺事態」に台湾が含

まれるべきではないと再三表明すると、日本側は

「周辺事態」とは「地理的概念ではなく、事態の

性格に着目したもの」との説明を繰り返し、議論

は平行線をたどった 90。

また、「歴史問題」も再び焦点として浮上した。

それが顕著に現れたのは江沢民訪日時である。そ

の前月に行われた金大中・韓国大統領の訪日時、

「日韓共同宣言」の中に「心からのおわび」が明

記されたことを受けて、中国側が「日中共同宣言」

にも同様の記述を求めたのに対し、日本はこれを

拒否したため首相が口頭で「おわび」を表明する

ことで折り合いがつけられたという経緯があった 91。

それに加え、江主席は日本滞在中に「歴史問題」

を強調する発言を繰り返したため、訪日の焦点を

「歴史問題」をめぐる摩擦に集中させてしまうと

いう結果を招いたのである。

この出来事から、「歴史問題」で中国に譲歩し

て両国間の相違点の突出を控えめに抑えることが

なかった日本の姿勢に顕在的な変化を見出す分析

が現れた。モチヅキは、国交正常化以来続いた日

中の「友好外交」の枠組みの終焉が江沢民訪日に

よって明らかになったと論じた 92。また王泰平は、

1995 年末、日本が中国に対する「低姿勢」を変

えて、日中の「特殊な関係」から対等に振舞う「普

通の関係」への移行を遂げるように努めているこ

とをすでに指摘していた。しかも、それ以後の日

本の対中政策について「力を利用しながら牽制す
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る、協調しながら摩擦を起こす、協力しながら競

争するという二重性を持つだろう」と展望した 93。

実際、第３期の日中関係にはこうした複合性が

露見し始め、「中国の台頭」が鮮明になるにした

がって日中間には協力だけでなく競合面も生じて

きた。その対応の方法は、「闘争の中に妥協を求め、

競争の中に協力を探り、全面的な対抗を回避して、

互いの利益の一致点を模索する」という「大国間

関係」の特徴と類似するものと思われる 94。

そして、日中関係の協力面が現実に根ざした

行動として具体化された点も指摘すべきである。

1998 年 11 月に合意された 33 項目の協力は、そ

の後の日中首脳会談で方向性が討議され、実行に

移し始められた 95。これは「歴史問題」と「台湾

問題」が中国にとって譲れない原則である一方、

日本との相互依存から受ける利益確保のために現

実的に対応する意義を中国が認識し始めたことの

表れである。

中国の現実的対応は、2000 年に対日政策の転

換という形でも表出した。同年５月、日中文化

観光交流 2000 記念式典において、江沢民主席が

日中民間交流を重視する講話を行った 96。これ

は、1998 年の江沢民訪日による日本国民の嫌中

感情の高まりや日本国内における円借款見直しの

議論を受けて、対中イメージ改善を目指した行動

であったといわれる 97。唐家璇外相が東京におい

て日本のＯＤＡに関する中国側の宣伝が十分でな

かったと述べたことや、訪日中の朱鎔基首相がテ

レビ番組に出演して、市民と直接討論を行ったこ

ともその一環である 98。

以上、第３期における中国の対日政策の分析か

ら、中国が想定した「日中関係の枠組み」は次の

ようなものであったと考えられる。「友好協力パー

トナーシップ」によって日中関係が「大国間関係」

であることを相互に承認する枠組みを確立すると

ともに、中国の東アジア地域における多国間外交

政策の主要な要素として機能させることを構想し

た。ただし、冷戦後、日本との「競合」の増加や

日中両国民の相手国に対するイメージの悪化に

よって日中関係に摩擦が発生しやすい状態が形成

される一方で、日中交流の深化と拡大により実務

的協力を強化する需要が高まった。そのため、江

沢民訪日以降、両国は実務的領域における協力の

推進方法に論点を移行し、結果として実務協力の

推進を「日中関係の枠組み」を安定化させる要素

とする傾向が強まったのである。

本稿での分析結果として、３つの時期に中国外

交政策において目指された「日中関係の枠組み」

を総括する。

第１期は、国際的孤立を脱し、「体制危機」を

回避するという外交目標に合わせ、政治対話と経

済協力を中心的内容とする日中「友好協力」関係

を他先進国との関係より突出して強化するもので

あった。そして、中期的に日米関係の相対化によ

る日中関係との均衡化の方向を志向していたと思

われる。

第２期は、孤立の解消と内外環境の大幅な変化

に伴い、新たな枠組みを模索する過渡期であった。

中国は、日中関係の「大国間関係」への転換と、「歴

史問題」と「台湾問題」での原則を両立させる枠

組みを目指したことが窺えた。だが、２つの問題

に対する日中の解釈のズレと複数の摩擦の発生が

新たな枠組みの確立を阻んだ。その際、経済協力

の促進を共通利益とする認識は共有されていたた

め、両国関係の基盤は維持された。

第３期には、「友好協力パートナーシップ」に

よって日中関係を「大国間関係」であると相互に

承認する枠組みを確立し、東アジア地域における

中国の多国間外交政策の主要な要素として機能さ

せることを構想したことが析出された。冷戦後、

日中関係に摩擦が発生しやすい状態が形成される

と同時に、日中交流の深化と拡大により実務協力

の強化の需要が高まったことから、実務協力の促

進を「日中関係の枠組み」の安定化要素と位置づ
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ける傾向が強まった。

以上により、冷戦後の 1990 年代における「日

中関係の枠組み」は、まず暫定的な枠組みが形成

された後、新たな枠組みを模索する過渡期を経て、

東アジア地域における「大国」間関係と規定され

た「パートナーシップ」の枠組みにいたったと総

括することができる。

1990 年代の日中間における実務交流の拡大に

対応した担当閣僚級対話の増加や二国間協定等の

締結は、21 世紀に入り、特に中国のＷＴＯ加盟

を契機とした経済・実務関係のさらなる深化の一

助となった。他方、小泉純一郎首相による年一度

の靖国神社参拝に伴う日中首脳対話の減少・断絶

は、前述の 33 の協力項目の実施を停滞させ、ま

た 2005 年春の中国各地における反日デモ発生の

背景の１つともなった。これは、本稿で分析した

「日中関係の枠組み」である「パートナーシップ」

が、靖国神社問題を象徴的な要因として 2005 年

前後には機能不全に陥ったことを意味している。

したがって、冷戦後中国外交政策において模索

された「日中関係の枠組み」は、1990 年代末に

形成された僅か数年後には早くも修正を迫られ

た。その過程を分析する作業が次の研究課題とな

る。
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Changes of the “Framework of Sino-Japanese Relations” in China’s Diplomacy after Cold War: 

an Analysis of the 1990s.

EBIHARA Tsuyoshi (Toyama National College of Maritime Technology)

The purpose of this paper is to explain the 

kinds of “framework of Sino-Japanese relations” 

the Chinese government explored in the China's 

diplomacy after Cold War, especially during the 

1990s. This paper divides Sino-Japanese relations 

in the 1990s into three periods. The analysis 

consists of four parts: the analysis of China's rec-

ognition of international situations; the analysis 

of China's diplomatic policies; the characteristics 

of political dialogues, economic and other practi-

cal relations between the two countries; and the 

analysis of the “framework of Sino-Japanese rela-

tions” based on China's policy toward Japan over 

some critical issues. 

The results of the analysis are as follows. 

In the first period, from June 1989 to November 

1992, China provisionally introduced a frame-

work that placed emphasis on the deepening of 

“friendly and cooperative relations” between 

China and Japan rather than China's relations 

with the other developed countries. In the sec-

ond period, from December 1992 to Novem-

ber 1996, as a transition period, China tried to 

balance the establishment of “major power” 

relations with Japan, while ensuring Japan's ob-

servance of the principles in “historical issue” 

and “Taiwan issue.”  In the third period, from 

December 1996 to October 2000, China tried to 

establish a framework of “friendly and coopera-

tive partnership” with Japan. 
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